
上峰町の 
財政事情 

■一般会計の予算概要 

令和元年度予算 

 令 和 元 年 度 の 一 般 会 計 予 算 は 平 成  
 
3 0 年 度 と 比 較 し て 、 微 減 の 予 算 規 模  
 
と な り ま し た 。  
 
 歳 入 で は 、 地 方 交 付 税 や ふ る さ と 寄 附  
 
金 基 金 か ら の 繰 入 金 が 減 額 と な っ て い ま  
 
す 。 一 方 、 法 人 税 や 固 定 資 産 税 が 増  
 
額 と な っ て い ま す 。  
 
 歳 出 で は 、 小 ・ 中 学 校 ト イ レ 洋 式 化 工  
 
事 や 、 小 学 校 北 校 舎 空 調 設 備 更 新 工 事 な  
 
ど を 予 定 す る 教 育 費 が 増 額 と な る 一 方 、  
 
衛 生 費 を は じ め 全 般 的 に 歳 出 額 は 減 額 と  
 
な っ て い ま す 。  

 

令和元年度予算のあらまし 

令和元年度の一般会計予算の総額は、

111億9047万円で、平成30年度予算

総額115億5397万円に比べ、前年度

比約96.9％となりました。 

 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 町では、町民の皆さんに町政運営の状況をご理解いただくため、毎年２回財政

状況の公表をしています。 

 今回は、令和元年度予算、平成30年１０月１日から平成31年３月３１日までの

予算の執行状況などについてお知らせします。 

 

※図表の数値は四捨五入により一致しない場合があります。 

① 

令和元年度予算、平成30年度下半期予算執

行状況及び平成29年度財政健全化判断比率 

 
○地方交付税 7億7275万円 
  6.9％（前年度比84.5％） 

 

 
○国庫支出金 5億1753万円 
  4.6％（前年度比101.6％） 

自主財源 
８２．０％ 

依存財源 
１８．０％ 

自主財源：上峰町が自らの権限で確保（徴収）したことによって得られる財源 

依存財源：国や県から決められた額を交付されることによって得られた財源及び割り当てられること等により得られた財源で上峰町の裁量が制限されている財源 

※四捨五入により合計と各数値の計が一致しない場合があります。 

 
○県支出金 2億9680万円 
  2.7％（前年度比96.2％） 

 
○町債 1億8797万円 
  1.7％（前年度比105.0％） 

 
○地方消費税交付金 1億7600万円 
  1.6％（前年度比103.5％） 

 
○寄附金 40億12万円 
  35.7％（前年度比100.0％） 

 

○繰入金 35億3750万円 
  31.6％（前年度比91.5％） 

 

障害者福祉費負担金の増 

普通交付税の減 

認定こども園施設整備補助金等の減 

公共施設等適正管理推進事業債の増 

見込み試算による増 

前年並 

ふるさと寄附金基金繰入の減 

 
○町税 14億4167万円 
  12.9％（前年度比107.8％） 

 法人税、固定資産税の増 
 
○その他 1億9871万円 
  1.8％（前年度比94.2％） 

 
使用料、分担金、繰越金、財産収入等 

 
○その他 6142万円 
  0.5％（前年度比104.0％） 

地方譲与税、地方特例交付金等 

主な

歳入

主な

歳出

繰入金

寄附金

町税

県支出金

国庫支出金

総務費

民生費

教育費

公債費

衛生費

地方交付税

35億3750万円 38億6470万円

100.0%40億12万円 40億20万円

91.5%

6億5609万円 5億5323万円

92.6%3億8437万円 4億1506万円

118.6%

4億6757万円 5億922万円 91.8%

14億446万円 14億5484万円 96.5%

94.0%

14億4167万円 13億3758万円 107.8%

2億9680万円 3億841万円 96.2%

7億7275万円 9億1457万円 84.5%

5億1753万円 5億959万円 101.6%

72億5562万円 77億2281万円

対前年度比区　　　分

予　算　額 111億9047万円 115億5397万円 96.9%

令和元年度 平成30年度



　

※四捨五入により合計と各数値の計が一致しない場合があります。

■上峰町の今年度の一般会計予算を月30万円の収入がある家計に例えると… 

義 務 的 経 費：人件費・扶助費・公債費など町が支出にあたり義務を負っている性格の強い経費 
投 資 的 経 費：工事請負費や公有財産購入費など資本形成に向けられる経費 
その他の経費：物件費・維持補修費や特別会計繰出金・積立金など 
※四捨五入により合計と各数値の計が一致しない場合があります。 
 
 

 
○予備費 1000万円 
  0.1％（前年度比50.0％） 

 

義務的経費 
１８．０％ 

その他の経費 
７８．９％ 

 
○積立金 40億20万円 
  35.7％（前年度比99.7％） 

 
○補助費等 28億508万円 
  25.1％（前年度比90.3％） 

 
○物件費 13億9886万円 
  12.5％（前年度比90.4％） 

 
○人件費 7億8623万円 
  7.0％（前年度比103.1％） 

 

 
○扶助費  8億3918万円 
  7.5％（前年度比108.0％） 

 

 
○公債費 3億8437万円 
  3.4％（前年度比92.6％） 

 

 
○普通建設事業費他 3億4548万
円 
  3.1％（前年度比112.4％） 

 
○繰出金 6億1267万円 
  5.5％（前年度比103.0％） 

◆：自主財源 ◇：依存財源 
※町の年間予算額を１ヵ月の家計に置き換えてみましたが、 

 単純比較は困難ですので、あくまで目安として下さい。 

◆貯金の取り崩し  

9万4800円（31.6％） 

（繰入金） 

 

●食費 

2万1000円（7.0％） 

（人件費） 

 

●医療費 

2万2500円

（7.5％） 

（扶助費） 

●その他 

300円（0.1％） 

（維持補修費等） 

◇実家からの仕送り  

 5万4000円（18.0％） 

（地方交付税・交付金・ 

 国庫・県支出金等） 

※町の年間予算額を１ヵ月の家計に置き換えてみましたが、 

 単純比較は困難ですので、あくまで目安として下さい。 

人件費の増 

介護・訓練等給付費等の増 

小・中学校トイレ洋式化工事等の増 

予備費の減 

ふるさと納税関連経費等の減 

広域介護保険負担金等の増 

◆臨時収入  

10万7100円（35.7％） 

（寄附金） 

 

◆給料  

3万8700円（12.9％） 

（町税） 

 

◆パート収入等  

5400円（1.8％） 

（手数料等） 

 

●ローン返済 

1万200円

（3.4％） 

（公債費） 

●家の増改築 

9300円（3.1％） 

（普通建設事業費） 

●光熱水費 

3万7500円 

（12.5％） 

（物件費） 

●親戚への援助 

7万5300円（25.1％） 

（補助費） 

●貯金 

10万7400円（35.8％） 

（積立金、予備費） 

◆家族への援助  

1万6500円（5.5％）

（繰出金） 

平成31年度元金償還金 3億5937万円 
      利子償還金      2500万円 

子どもの医療費助成基金積立金の減 

ふるさと納税謝礼等の減 

 
○維持補修費 842万円 
  0.1％（前年度比92.6％） 

 

投資的経費 
３．１％ 

住宅修繕費等の減 



■令和元年度の主な事業状況 

 令和元年度は、住民サービスの維持・拡充と財政健全化の両立の方針に沿って予算を編成しまし

た。 

 以下の表に記した事業は、歳出額が大きな科目の30件です。 

 突出して予算額が大きいものはふるさと納税に関する経費となっています。寄附金を積み立てる

「ふるさと寄附金基金積立金」に４０億円、寄附者に対する「ふるさと納税謝礼」に２０億６００

０万円、それ以外で予算額として大きいものは子育て関連や福祉関連経費として「特定教育・保育

施設型給付費（保育所運営費）」、「介護・訓練等給付費」、「児童手当」の３件で合計７億７９

６万円。一部事務組合などへの負担金として、「広域介護保険負担金」、「鳥栖三養基西部環境施

設組合負担金」、「鳥栖三養基地区消防事務組合負担金」、「後期高齢者医療広域連合療養給付費

負担金」の４件で合計５億３３６９万円。その他にも特別会計への繰出金として「農業集落排水特

別会計繰出金」の２億６４２１万円、起債の償還元金の３億５９３８万円となっています。 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

■町税負担の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

 町の財政は、町民の皆さまの直

接・間接の負担によって賄われてい

ます。なかでも、町税は、財政運営

上極めて重要な歳入であり、常に適

正公正な賦課徴収に努めています。 

 令和元年度における町税の予算額

は、14億4167万円を見込んでいま

す。単純に世帯数及び人口で割ると

１人あたりの負担が左記のようにな

ります。 

※実際の税負担額とは異なります。

※世帯数3,628世帯、人口9,610人（平成31年3月31日現在） 

令和元度予算額 １世帯当たりの １人当たりの

（円） 負担額（円） 負担額（円）

町民税（法人税含） 615,500,000 169,653 64,048

固定資産税 728,553,000 200,814 75,812

軽自動車税 30,850,000 8,503 3,210

たばこ税 66,000,000 18,192 6,868

入湯税 768,000 212 80

合計 1,441,671,000 397,374 150,018

税　　目

ふるさと寄附金基金積立金 40億円 国民健康保険特別会計繰出金 6049万円

ふるさと納税謝礼 20億6000万円 町社会福祉協議会運営補助 5936万円

償還元金 3億5938万円 三神地区環境事務組合運営負担金 5257万円

特定教育・保育施設型給付費 3億2729万円 WEBﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援業務委託料 5088万円

農業集落排水特別会計繰出金 2億6421万円 子どもの医療費助成 5064万円

ふるさと納税ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ利用料 2億3368万円 小学校北校舎空調設備更新工事 5000万円

介護・訓練等給付費 2億1000万円 ｸﾚｼﾞｯﾄ決済手数料 4351万円

ふるさと納税業務委託料 2億267万円 学校給食費補助金 4286万円

児童手当 1億7067万円 上峰町地域公共交通活性化協議会補助金 4066万円

広域介護保険負担金 1億5993万円 調査設計業務委託料 3730万円

鳥栖・三養基西部環境施設組合負担金 1億3982万円 基幹系ｼｽﾃﾑｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ利用料 3681万円

鳥栖三養基地区消防事務組合負担金 1億3599万円 小学校ﾄｲﾚ洋式化工事 3486万円

町道補修等工事 1億2880万円 塵芥収集業務委託料 3313万円

後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金 9795万円 議員報酬 3101万円

一般職給 8525万円 予防接種委託料 3097万円

【令和元年度の主な事業等の状況】



　　　

■町債の状況 

■基金の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 財政調整基金は、経済の不況等

により大幅な減収に見舞われたり、

災害の発生等により思わぬ支出の

増加を余儀なくされる、このような予

期しない収入減や不時の支出増加

等に備え、長期的視野に立った計

画的な財政運営を行うために、財

源に余裕のある年度に積み立てて

おくことが必要な基金です。 

 住民サービスの維持・拡充に努め

ながら財政健全化に取り組んでい

ます。 

 また、平成２７年度よりふるさと寄

附金基金が大幅に増加しています。 

② 

基　　金　　名
平成27年度末

現在高

平成28年度末

現在高

平成29年度末

現在高

財政調整基金 6億4336万円 5億5322万円 5億1985万円

減債基金 1億7634万円 2億2673万円 2億2713万円

【特定目的基金】 12億5115万円 17億7382万円 30億2411万円

　①公共施設整備基金 1億1315万円 2億6340万円 3億1386万円

　②地域福祉基金 1667万円 1670万円 1673万円

　③まちづくり基金 300万円 319万円 340万円

　④教育振興基金 80万円 ー ー

　⑤通学福祉バス運営基金 287万円 ー ー

　⑥子どもの医療の助成基金 1291万円 593万円 1487万円

　⑦ふるさと寄附金基金 11億175万円 14億8460万円 26億7525万円

土地開発基金 1億4926万円 1億4926万円 1億4926万円

農業集落排水事業減債基金 2533万円 2001万円 1714万円

国民健康保険財政調整基金 7043万円 5055万円 5064万円

合　　　計 23億1587万円 27億7359万円 39億8813万円

平成28年度末

現在高
増　減　額

平成29年度末

現在高

一般公共事業債 833万円 △190万円 643万円

一般単独事業債 4億4413万円 △9643万円 3億4770万円

公営住宅建設事業債 4億490万円 △4530万円 3億5960万円

義務教育施設整備事業債 1億74万円 △2730万円 7344万円

災害復旧事業債 69万円 △23万円 46万円

厚生福祉施設整備事業債 2億1010万円 △3204万円 1億7806万円

減税補てん債 4796万円 △982万円 3814万円

減収補てん債 1億146万円 △978万円 9168万円

臨時財政対策債 22億9892万円 3511万円 23億3403万円

その他 2177万円 △649万円 1528万円

36億3900万円 △1億9418万円 34億4482万円

特別

会計
農業集落排水事業債 41億9595万円 △1億8640万円 40億955万円

78億3495万円 △3億8058万円 74億5437万円

一般

会計

区　　　　　　　分

合　　　　計

小　　　　計

 本町は、安定的で健全な財政運営

を行い、将来を担う世代に過度な負

担を残さないために、平成２６年に

「上峰町健全な財政運営に関する条

例」を県内で初めて制定しました。 

 この条例により、毎年度の地方債

発行額に制限を設け、町債残高を確

実に減らしてきました。 

 一般会計において、平成２９年度の

借入起債については、地方交付税の

振替分としての臨時財政対策債のみ、

１億８２６９万円を借り入れましたが、

町債残高は減少しています。 

 平成２９年度の公債費償還４億１３

０８万円のうち、元金として３億７６８６

万円を償還しています。起債の償還

が順調に進んでいることから、平成２

９年度より償還元金が４億円を下回り

ました。 

 公債費の歳出全体に占める割合は

２．６％となっており、ふるさと納税に

伴う経費が増加したことにより割合が

減少しました。平成２３年度が町債償

還額のピークだったため、今後はゆ

るやかに減少していく見込です。 

 農業集落排水事業特別会計の平

成２９年度の借入額は、資本費平準

化債の１億２６００万円となりました。 

 

 左のグラフは過去１０年間の町債年

度末現在高の推移です。町では財政

健全化の推進のため、町債発行の抑

制や低金利の町債借換などにより、

将来負担の軽減を図っています。 



　　　

　

　

■財政健全化比率以外の主な財政指標の状況

財政健全化判断比率の状況 ② 
 従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計）の収支状況に主眼が置かれていましたが、自治

体全体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定

められ、平成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化

判断基準」が定められ、同様に公表しています。  

 これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかなかったため、気付いた時には財政破綻とい

うこともありました。しかし、この指標では、新たに黄信号を作り、早めに財政状況を改善することで、

破綻を未然に防ぐことを目的としています。 

 

実質公債費率とは一般会計の公債費（借入金の返済額）に特別会計の

公債費に充てるための繰出金などを加えた実質的な公債費が※標準財

政規模に占める割合 

将来負担比率とは一般会計等の実質的な将来負担額（一般会計等の借入金残

高、特別会計の借入金残高のうち一般会計負担の見込み、土地開発公社など

の関係団体への一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占める割合 

平成29年度 平成28年度

実質赤字比率
　－

※黒字のため数値なし
　－

※黒字のため数値なし
15.00% 20.00%

連結赤字比率
　－

※黒字のため数値なし
　－

※黒字のため数値なし
20.00% 40.00%

実質公債費比率 13.6% 14.4% 25.0% 35.0%

将来負担比率 - - 350.0% －

　－
※黒字のため数値なし

　－
※黒字のため数値なし

経営健全化基準
20.0％

資金不足比率

早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

上峰町
区分

健
全
化
判
断
比
率

上峰町の数値は良好に改善し、より健全性が増しています！ 

※ 標準財政規模とは地方公共団体の標準的な一般財源を示すもので、当町では25億7064万円（平成29年度）となっています。 

  

指標 数値 県内順位

　財政力指数
　（29年度決算）

0.60
　　5位／
　　20市町

　経常収支比率
　（29年度決算）

89.2
　　5位／
　　20市町

　自主財源比率
　（28年度決算）

81.3
　　1位／
　　20市町

自主財源とは、地方公共団体が自主的に収入できる財源で、地方税、分担金及
び負担金、 使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入な
どがあり、自主財源が全体の歳入に占める割合を、自主財源比率と言います。
この比率が高くなるほど、行政の自主性や安定性を確保することが出来ます。

指標が表しているもの

財政基盤の強さを表す指標で、標準的な財政需要を賄うのに必要な財源を、
どれだけ自力で調達できるかを表す指標です。数値が大きいほど、財源に余
裕があるとされており、数値が１を超えると普通交付税の交付を受けないこと
になります。
財政構造の弾力性（ゆとり）を判断する指標で、経常的な経費（人件費、扶助
費、公債費、物件費等）が経常的な収入（町税、普通交付税などの毎年収入
される性質の収入）に占める割合で、比率が小さいほど臨時の財政需要に対
して余裕があります。

0.8％減!! 



○ 総務費

96億6804万

119億5510万

○ 民生費

11億7342万

14億5270万

○ 衛生費

5億7193万

6億0601万

○ 教育費

4億5955万

5億9206万

○ 公債費

3億7780万

4億1469万

○ 農林水産業費

3億4454万

3億5869万

○ 消防費

1億5335万

1億6912万

○ 土木費

2億2359万

3億1630万

○ 議会費

7717万

7827万

○ その他

3796万

4621万

82.1％

98.6％

70.7％

90.7％

96.1％

91.1％

77.6％

94.4％

80.8％

80.9％

0億 10億 20億 30億 40億 50億 60億 70億 80億 90億 100億110億120億

支出済額

予算現額 159億8915万円

130億8735万円

○ 繰入金

50億9224万

53億7161万

○ 寄附金

51億9164万

65億0757万

○ 町税

14億0714万

14億2758万

○ 地方交付税

8億1663万

8億1193万

○ 国庫支出金

4億7336万

5億6126万

○ 県支出金

2億5459万

3億1315万

○ 町債

2億4642万

2億6922万

○ その他

7億2713万

7億2683万

100.0％

91.5％

81.3％

84.3％

100.6％

98.6％

79.8％

94.8％

0億 5億 10億 15億 20億 25億 30億 35億 40億 45億 50億 55億 60億 65億 70億

一 

平成３０年度下半期執行状況 ③ 
 平成３０年度の予算執行にあたっては、限られた財源を最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確保

と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。 

  

（平成３０年10月1日から平成３１年3月31日） 

般 会 計 

平成３１年3月31日現在における一般会計の歳入歳出予算の執行状況は、予算現額に対する収入済額の割合が88.9％、支出済額

の割合が81.9％でともに順調に執行されています。 

 歳出において3月31日現在で執行が100％に達していないのは出納整理期間（5月31日）までに執行が行われるためです。 

特 別 会 計 平成3１年3月31日現在における各種特別会計の歳入歳出予算の執行状況です。 

 特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の収入を持って特定の

支出に充て、一般会計から分離して別に経理を行う会計です。 

歳出

【その他の内容】
商工費、災害復旧費、予備費

歳入

【その他の内容】
財産収入、繰越金、諸収入

収入済額

予算現額

142億 915万円

159億8915万円

未支出

支出済

未収入

収入済

支出済額

予算現額 159億8915万円

130億8735万円

会　　計　　名
予算額

（Ａ）

収入済額

（Ｂ）

執行率

（Ｂ）/（Ａ）

支出済額

（Ｃ）

執行率

（Ｃ）/（Ａ）

国民健康保険特別会計 10億6570万円 10億6037万円 99.5% 9億3092万円 87.4%

後期高齢者医療特別会計 1億530万円 1億221万円 97.1% 9277万円 88.1%

土地取得特別会計 172万円 173万円 100.6% 0円 0.0%

農業集落排水特別会計 6億327万円 5億8304万円 96.6% 5億7480万円 95.3%

合　　　　　計 17億7599万円 17億4735万円 98.4% 15億9849万円 90.0%


